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 １. 消費者庁による取り組み
　新型コロナウイルス感染症の拡大や新しい
生活様式への移行に伴い、消費生活の様々な
場面でデジタル化が加速し、変化への対応が
急務となっている。消費者庁では2020年７月
に「消費者のデジタル化への対応に関する検
討会 報告書」を取りまとめ、デジタル社会
特有のぜい弱性に全ての消費者が向き合う必
要性を指摘した。デジタル時代における消費
者のぜい弱性として、主に1）デジタル技術
の適切でない利用による不適切な広告表示や
心理的誘発などを受ける機会の増加、2）消
費者側のデジタルリテラシーの不足、3）不
適切な情報に接する機会の増加、匿名取引の
増加、フィルターバブルなどデジタル社会の
特有性の影響、が挙げられている。

　消費者のデジタル化への対応方策として提
言されたのは、デジタル社会に対応した消費
者教育をライフステージに応じ体系的に進め
る重要性である。消費者教育を進める上での
ポイントとして示されたのは、表１のとおり
である。
　さらに、2021年５月には第４期消費者教育
推進会議「社会のデジタル化に対応した消費
者教育に関する分科会 取りまとめ」の第４
章で、「デジタル化に対応した消費者教育」
が整理された。デジタル化に対応して必要と
考えられる知識・能力の基本的整理（第３章）
を踏まえ、デジタル化に対応した消費者教育
として重点化すべき主な内容として、表２に
示す３点が指摘された。
　並行して、消費者庁新未来創造戦略本部

デジタル化に対応した
消費者教育のあり方
−教材による具体案
坂本　有芳

（鳴門教育大学大学院学校教育研究科教授　消費者庁新未来創造戦略本部客員主任研究官）

表１　デジタル化に対応した消費者教育を進める上でのポイント
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では「消費者保護のための啓発用デジタル教
材開発に向けた有識者会議」が組織され、
2020年11月から2021年３月にかけて教材とし
ていかに具体化するかを議論するとともに、
消費者保護のための啓発用デジタル教材の開
発を進め、開発した教材を活用した効果的な
啓発手法の構築のための実証事業を実施し
た。
　本稿では有識者会議座長として教材開発
に携わった筆者が、本教材の概要を紹介する
ことで、デジタル化に対応した消費者教育の
あり方として一つの具体案を示したい。

２.  「デジタル消費生活へのスタートライン」
　消費者保護のための啓発用デジタル教材と
して、まず作成したものが「デジタル消費生
活へのスタートライン」と名付けたトラブル
事例集である（図１）。デジタルサービスの

リスクの理解を目的とし、若年者を中心に増
加しているデジタル関連のトラブル事例を取
り上げたパワーポイントスライドとなってい
る。この教材の特徴として、以下の点が挙げ
られる。
　・�状況がイメージしやすいよう、大きなイ

ラストを掲載
　・�対処方法や未然防止策を生徒自身が考え

られるよう、トラブル事例の紹介が中心
　・�教育現場で自由にカスタマイズできるよ

う著作権を処理
　消費者トラブル事例はウェブページに多数
掲載されているものの、文字情報が中心であ
り、１ページに情報が詰まりすぎていて授業
での投影には向いていないものが多い。動画
による事例紹介も有効であるが、通信の不具
合が起きると時間のロスになるため授業中に
使いにくい面もある。このような観点より、

表２　デジタル化に対応した消費者教育で重点化すべき内容

図１ 「デジタル消費生活へのスタートライン」教材例

https://www.caa.go.jp/policies/future/project/project_003/contents_001/
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デジタルで提供する教材として、単純で分か
りやすいスライド形式の教材を用意した。ま
た、多くの事例集では解決方法が分かりやす
く示されているが、「主体的・対話的学び」
が重視される現在、解決方法や注意点は教え
てしまうのではなく、生徒自身に考えさせる
ことが重要である。デジタル社会で求められ
る批判的思考力や判断力の育成にも、トラブ
ル事例と解説とが分かれて掲載されている教
材が有用だろう。
　「デジタル消費生活へのスタートライン」
を公表して１年ほど経過したところである
が、評価は概ね好評である。また筆者自身も
大学のオンライン授業や高等学校への出前授

業で使ったみたところ、活用しやすさを実感
した。消費者庁等のウェブページで、同様の
形式によって最新のトラブルが常に公表され
ることは、教員の支援につながるだろう。

３. �「デジタル社会の消費生活」
　デジタル化に対応した消費者教育教材とし
て、検討会・会議で指摘された1）デジタル
サービスの仕組みやリスクの理解、2）批判
的思考力に基づく的確な判断、3）デジタル
技術を活用した情報の収集・発信、の重点化
を図った教材を令和３年度に作成した。作成
した高校生向け教材と成年向け教材の概要を
表にまとめるとともに、それぞれの特徴を以

表３　「デジタル社会の消費生活」高校生向け教材の概要

https://www.caa.go.jp/policies/future/project/project_003/demonstration/materials/
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下に述べたい。
（1）高校生向け教材の特徴

　表３は高校生向け教材の概要を示したもの
である。「教科の内容に応じた、教員の支援
となる補助教材の提供等が重要」という提言
をふまえ、高校生向け教材は家庭科の授業を
想定したモデルプランを用意した。学校教育
での実践を広げるには、教科教育に組み込む
ことが近道である。消費者教育は教科横断的
な内容ではあるものの、生活での実践を旨と
しているため、まずは家庭科で実施するのが
適していよう。
　2022年４月より全面実施となった新学習指
導要領では、消費者教育の充実が図られてい
る。高等学校家庭科では18歳成年への対応と
して契約についての学習の重みが増すととも
に、投資も含む資産形成の学習が盛り込まれ
たことで大きな注目を集めている。資産形成
に関する説明スライドなど、家庭科の消費生
活分野で必要な内容は本教材に全て盛り込ま
れた。デジタルサービスの仕組みやリスクの
理解を図ることを教材の主目的としながら
も、デジタルに特化しない学習内容も含めて
全てを限られた時間で修められるプランとな
っている。高等学校家庭科の授業で活用しや
すい形にまとめてあることが、教員の支援と
なるだろう。
　教材全体では、消費生活に関する基本的な

「知識」を増やすとともに、様々な情報を比
較する「思考力」を養い、自身の生活に有用
なものを自分で決める「判断力」を身に付け
ることが目標となっている。デジタル化する
消費生活において18歳から成人として責任あ
る意思決定ができるよう、資料を調べた上で

選択や判断を求める等の主体的な学習活動が
各時間に設けられている。

（2）成年向け教材の特徴

　「学校から離れた社会人や高齢者に対する
デジタル社会に対応した消費者教育も不可
欠」との提言に基づき、教材は成年向けのも
のも開発された。概要は表４のとおりである。
若年者層、中高年層向けと分けた２種類のe
ラーニングアプリとともに、個別のテーマ毎
に動画が作成された。
　成年向け消費者教育の課題は、教育の場を
設けるのが難しいという点にある。特に、地
域でのイベントに参加することが少ない若年
者層には、消費者教育を届けることがなかな
かできない。そこで、開発教材の試用により
効果を実証するにあたっては、有識者会議委
員に縁のある企業４社に社内研修の一環とし
て実施していただいた。
　若年者層に消費者教育を届けるために社内
研修としてe-ラーニングを活用するという方
式には、大きな可能性がうかがわれた。第一
に、場所や時間を柔軟に使って受講できる点
である。社内で都合のよい時間に受講できた
り、通勤時にスマートフォンで受講できたり
することが、限られた期間ながらも多くの受
講者を得ることに寄与したようだ。第二に職
域の活用である。職域の活用は新型コロナワ
クチンの迅速な接種で大いに効果を発揮して
いたように、効率よい情報発信や教材提供に
有用である。
　受講者アンケートでは「知っているようで
定かではない内容や身近な問題をわかりやす
く解説しており勉強になった。」「どの教材も
コンパクトでわかりやすいので、電車の中で

表４　「デジタル社会の消費生活」成年向け教材の概要
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も学習可能でありがたい」などの感想が寄せ
られ、教材の有用性を評価する回答が多くみ
られた。これまで弱者の範囲に入らなかった
成年に対しても消費者教育が必要であること
がうかがえる。デジタル教材を契機として、
成年に対する消費者教育の充実を図ることが
重要である。

４. �今後の課題
　今後の課題は、開発した教材、「デジタル
消費生活へのスタートライン」、「デジタル社
会の消費生活」の活用を促すことである。今
回、開発された教材は全てデジタル教材であ
り、インターネットで公開されているため、
場所を問わずに誰でも学べるようになってい
る。とはいえ、まずは高等学校で活用される
よう、教育関係者へ働きかけることが肝要だ
ろう。
　教員を支援するためには、教材は生徒自身
が興味を持って取り組める内容であることが
最も重要であり、また授業中にスムーズに使
えることも求められる。「デジタル社会の消
費生活」は開発段階で高等学校授業での試

用も経てブラッシュアップを図っているもの
の、引き続きこれらの検証を続けることが重
要である。利用者からのフィードバックを基
に教材の追加や改編に努め、新たな課題に応
じたコンテンツを充実することが随時求めら
れよう。多くの人の消費生活に役立つよう、
様々な場所での教材活用を促すとともに、デ
ジタルの強みを生かして教材を適時に改良し
てゆくことが今後の課題である。
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